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グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン と ヨー ロ ッパ
石 井 伸 一
はじめに
グローバ リゼー シ ョン(グ ローバル化)と の 関
連で現実に ヨーロ ッパで何 が起 きてい るのか,最
大の課題は何か,一 国ずつに焦点 を当てると膨大
にな ります ので,今 回は共通項の統合の ヨーロ ッ
パ に重点 を置いて考えてみたい と思い ます。
分断 と併合 を繰 り返 して きた ヨー ロッパは,戦
後,過 去の反省の上に立 って地域の統合に復活 の
活路 を見い 出 し,1951年 に欧州石 炭鉄鋼 共同体
を立 ち上 げ統合 の第 一一歩 を踏 み出 しました。57
年にローマ条約 の調印,67年 にEC・ 欧州共 同体
の発足,93年 にEU・ 欧州連合設立 を取 り決め た
マース トリヒト条約の発効 と,ヨ ー ロッパの統合
は経済 を中心に発展 してきました。
フランス,ド イツ,イ タリアな ど6ヵ 国で発足
した共同体 は加盟国が主権の一部 を超国家機 関に
委譲 し,ヨ ーロ ッパ地域の連帯,多 国間協議 の枠
組に基づいて,自 由市場経済中心の アメ リカ型資
本主義 に対 して,ヨ ーロ ッパ 型資 本主 義(ヨ ー
ロッパ ・リージョナリゼーションに基づ く)の モ デ
ル を提 示 し ま した。現 在15ヵ 国加 盟 のEUに
2004年5月,旧 東欧諸 国など10ヵ 国が加盟す る
予 定 で,加 盟25ヵ 国,人 口4億5000万 人,
GDPで9兆6000億 ユ ー ロ,世 界 の29.5%の 一
大拡大圏が誕生 します。
ヨー ロ ッパ 共 同 体 は70年 代,71年 の ドル
ショック,二 次に亘る石油危機で通貨危機が深刻
化 し,経 済が沈滞 しましたが,こ の危機 の中か ら
経済の再生 を目指す域 内市場の統合計画が編 み出
され,ま た共通 の通貨 を創 ろ うとい う声 が高 ま
り,89年,欧 州 委 員 会 委 員 長 の ジ ャ ッ ク ・ド
ロー ルか ら単 一通 貨 創 出 の 報 告 が 示 され,「 ユ ー
ロ」 立 ち上 げ の道 筋 をつ け ま した。 この辺 りまで
は,ヨ ー ロ ッパ 統 合 は,今 日,言 れ わ れ る グロバ
リゼ ー シ ョンの直接 の大 きな影響 を受 け ないで,
深 化 と拡 大 の独 自の政 策 を樹 て て進 ん で きた と言
え る と思 い ます 。
ドイ ッ連 邦 議 会 の 諮 問 委 員 会 「世 界 経 済 の グ
ロ ーバ ル化」 の議 長,フ ォ ン ・ワ イ ッゼ ッカー 教
授 は,「 グ ローバ リゼ ー シ ョン とい う言 葉 は極 め
て 歴 史 が浅 い。 ドイ ツ の 全 国紙,フ ラ ン ク フ ル
ター ・ア ルゲマ イネ ・ツ ァイ トゥ ンクに問 い合 わ
せ た とこ ろ,こ の 言 葉 が 登 場 した の は1993年 で
それ 以前 に使 用 例 は ない とい う答 えだ った」 と述
べ てい ます(//。これ は ヨー ロ ッパ で の一 つ の 受 け
止 め 方 と思 い ます 。私 は,グ ローバ リゼー シ ョン
の発 祥 が60年 代,70年 代 に潮 る に して も,ド イ
ツで 実際 に この言葉 が 使 われ 出 した のが この年 で
あ った と解釈 します。 教授 は グローバ リゼ ー シ ョ
ン とい う言 葉が 広 まった背 景 と して,(1)世 界 経
済 の 自由化 と関税 障壁 の撤 廃,(2)イ ンター ネ ッ
トの発展,(3)米 ソニ極 体 制 の終 結 を挙 げ てい ま
す 。
ヨー ロ ッパ 企業 にグ ローバ ル化 の波
グ ローバ リゼ ー シ ョンの波 は ヨー ロ ッパ で は先
ず は企業 の 合併 ・買 収 の面 に波 及 しま した。 市 場
経 済 の グ ローバ リゼ ー シ ョン の波 は80年 代 に 直
接 投 資 の 面 で 顕 在 化 し,ア メ リカ企 業 の 直 接 投
資,ヨ ー ロ ッパ 企業 の対外,対 内の 直接投 資が 増
大 し,ヨ ー ロ ッパ企 業 の再 編 成へ と進 み ま した 。
そ の 代 表 的 な例 と して,1988年1月,イ タ リア
の オ リベ ッテ ィの カル ロ ・デ ・ベ ネデ ッテ ィ会 長
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が,ベ ルギー の有力企業 グル ー プ,ソ シエ テ ・
ジェネラル ・ド・ベルジックに対 して敵対的な株
式公開買い付 け ・TOBに よる買収の動 きに出た
ことが挙げ られます。ベ ネデ ッテ ィは,グ ローバ
ル経営でアメリカ,日 本 に対抗で きる欧州金融持
ち株会社の創設を狙 ったとみ られてい ますが,フ
ランス,ベ ルギー連合 の対抗策で買収工作 は挫折
しました。 しか し,こ れはこのベルギーの会社 の
再編成,欧 州金融業界再編成の引 き金 とな りまし
た。
ヨー ロ ッパで は,1996年 か らEUの 電力 市場
の部 分的 自由化,98年 か らのEU電 気通信 市場
の 自由化,99年1月 の単 一通貨 「ユー ロ」の創
出で}域 内の金融 ・資本市場の統合が進展 し,市
場のグローバル化 に対応 した企業の再編成が活発
化 し ま し た。特 にM&Aの 企 業 の 合 併 ・買 収
は,グ ローバ ル市場 で年 々大型 化す る傾 向 をみ
せ,98年,ア メリカで 史上最大 規模 の合 併が相
次 ぎました。 この中には ドイツの ダイムラーベ ン
ッ とクラ イス ラーの対等合併,ド イッ最 大手銀
行,ド イチェ銀行によるバ ンカース トラス ト銀行




ロ ッパ では,67年 の ポ ン ドの平価切 り下げで通
貨情勢が動揺 し,71年 の ドル危機 で ヨー ロ ッパ
の通貨危機 は深刻化 しま した。70年 に経済通貨
同盟の創設に関するウェルナー報告が出 され まし
たが,71年 の ドル危機 を契機 にEC加 盟 国の 問
に共通通貨を創ろ うという意識が高ま り,曲 折 を
経 て,79年3月,フ ラ ンス の ジス カー ル ・デ ス
タン大統 領,西 ドイツの シュ ミッ ト首相 の提 唱
で,欧 州通貨制度 ・EMSが 導入 されました。
この制度は,加 盟国の通貨の変動幅 を縮小変動
幅 に抑 える為替相場の メカニズムを設け,通 貨変
動の中心 レー トにエキ ュ(EuropeanCurrency)
を設けた,通 貨を安定 させ る制度です。イ ンフレ
や国際収支の不均衡が起 きた場合,対 エキュー相
場 の変更を通 じて基準相場 を変更す るもので,発
足 時の79年 か ら87年 まで11回 調整 が行 われ ま
したが,そ れ以降92年 まで調整 は無 く,こ こで
欧州通貨制度は,安 定 したかに見 えました。
ところが,こ こで,ア メ リカ主導の金融 自由化
に よる金融 グローバ リズムが発展す る中で,大 胆
な投 資 を行 うヘ ッジフ ァン ドか ら攻撃 を受 け ま
す(2〕。それによると,92年9月,欧 州通貨は激 し
い為替の投機 に見舞われ,イ ギ リス ・ポ ンド,イ
タリア ・リラ,ス ペイ ン ・ペセ タなど欧州通貨の
大規模な売 り操作が為替市場で起 きます。攻撃 を
受けた各国はマルク売 りで対抗 しますが,イ ギリ
ス ・ポ ン ド,イ タリア ・リラ は攻 勢 に耐 え切 れ
ず,欧 州通貨制度の縮少変動相場の枠 に収 まらな
くな ります。9月17日,ポ ン ド,リ ラはEMSの
為替相場 メカニズムを離脱 しました。
次いで投機の嵐 はフランス ・フランを襲い,フ
ランが大量 に売 りに出され ます。独仏両政府 はフ
ランス経済の健全 さを強調,フ ランスはマルク売
り,フ ラン買い支 えで対抗 します。独仏の提携で
フ ラ ン支 え に愁 眉 を 開 き,9月23日,ヘ ッ ジ
ファンドの投機攻勢は引 き潮の ごとく退いて行 き
ます。 これによってECは,欧 州通貨制 度発足以
来,最 大の危機 を乗 り切った とも言 えます。
ECは91年12月 のマース トリヒ トの首脳会議i
で,通 貨統合 を正式 に決め,97年 の欧州 委員会
発 表 の経 済見 通 しの中 で,財 政 赤 字 はGDPの
3%以 内な どの収敏基準 を満た したか,ま たは満
た す 見通 しの11ヵ 国 が99年1月 に単 一 通 貨
「ユーロ」を創 出 しま した。例 えば イタリアは96
年 に は財 政 赤 字 がGDPの6.6%で,翌97年 に
3%以 内に縮少するには英断的措置 を必要 としま
した。当時のプロデ ィ首相のユーロ税導入 など果
敢な政策がそれに当 ります。共通通貨ユー ロは苦
難の船 出だったのです。ユー ロは2001年 後半 ま
でユー ロ安で したが,翌2002年1月 か らの紙幣
と硬貨の流通開始 を経て,2003年5月 になる と1
ユー ロ=1.18ド ル台のユ0ロ 高 とな り,ユ ー ロ
建て債券発行額が ドル建ての発行額 を上 回 り,国
際通貨 としての風格 を備えて きました。
グ ロ ーバ リゼ ー シ ョ ン と ヨー ロ ッパ 17
GATT交 渉とEC共 通農業政策の改革
さ て,こ こ で,国 際 的 な 貿 易 機 構 で あ る
GATT(国 際貿 易機 関 ・WTOの 前身)の 交 渉 で
ECが その最 も超 国家的特徴 である共通農業政策
で どう対応 したかに触 れてお きたい と思 います。
共通農業政策はEC加 盟国の農家 を優遇 し,域 内
価格の統一,生 産量 に見合 った補助金,輸 出の補
助金 と当時EC予 算の60%が この政策 に割 り当
て られ農 業 は手厚 く保護 されて き ました。 しか
し,GATTの ウル グアイラ ン ド交渉 の際,ア メ
リカがこのECの 農業保護政策は貿易の 自由化,
農産物貿易の自由化 に反す ると批判 しました。農
業の 自由化の問題は,世 界的課題で未だ氷解 して
い ませんが,ECは 国際貿易の 自由化路線 に合 わ
せ るよう修正 を迫 られた結果,農 産物価格の大幅
な引 き下げ と穀物の農耕地 は全体の15%以 内 と
す るな どの 自己規制 を課 しました。 またECは ア
メ リカ との問で92年11月,補 助 金付 き輸 出 を
21%削 減す ることで合意 しま した。
最近では,2004年 に中 ・東欧諸国な ど10ヵ 国
がEUに 加 盟 す るの を前 に,EU(93年11月 の
マース トリヒト条約発効 に伴 いECがEUへ 発展)
は2003年6月 のル クセ ンブ ル クの 農 相理 事 会
で,農 家 に対す る補助金 は生産規模 でな く過去 の
実績 に基 づ く固定額 で支給す るこ とを決め ま し




たが,曲 折 を経て合意に漕 ぎつけたこ とは,こ れ
までの受 け身の姿勢か ら,WTOの 新 ラウン ドに
向けた積極的な姿勢 に転 じたと結果的には見 るこ
とがで きるで しょう。
この関連で,04年5月 に加 盟す る中 ・東 欧,
バ ル ト,地 中海の10ヵ 国(ポ ーランド,チ ェコ,
ハンガリー,ス ロヴェニア,ス ロヴァキア,エ ス ト
ニア,ラ トヴ ィア,リ トアニ ア,キ プロス,マ ル
タ)に 対 す る農業補 助金 の問題 に触 れ てお きま
す。EUは 所得水準の格差か ら,補 助金の支払 に
移行期 間を設け,初 年度の04年 には現加盟 国 に
対 す る 支 払 額 の25%,05年 に30%,06年 に
35%と し,13年 か ら現加盟 国並 みの水準 とす る
漸進 的 アプローで合意 してい ます。欧州委員会
は,(1)補 助金 を急激 に現行の まま新規加盟国に
適用する と,農 業の構造改革が立 ち遅れるか,停
止す る恐 れがある,(2)高 水準 の補助金支払で,
生産性 を高めるインセ ンティブが失われ,高 い失
業率がその まま推移 してい くとみてお り,EUは
中 ・東欧など新規加盟予定国に対 して,こ のよう
な暫定的 な加盟条件 を設定 しま した。EUで は農
業政策 は現在で はEU予 算全体 の50%と い う多
額の予算措置を伴 っている ところか ら,可 或 り重
要な共通政策 と言え ます。WTOの 新 ラウ ン ド交
渉を展望 して,新 規加盟予定国にはこうした暫定
的措置 を導入 した面 もある と解釈で きます。
欧州の地域化がグローバル化 の波 となる
ところ で,ヨ ー ロ ッパ の統合 は一 面 では グ ロー
バ リゼ ー シ ョンの 影響 を受 けて はい ます が,そ れ
に対 して独 自の統 合 の理 念,政 策 を進 めて対 抗 し
て き ま し た。1993年1月,ヒ ト,モ ノ,資 本,
サ ー ビスが 自由 に域 内 を移動 す る市 場統 合 を立 ち
上 げ ま した。 この,リ ー ジ ョナ ル な市場 統合 は,
ヨー ロ ッパ 発 の グ ローバ リゼー シ ョンの波 とな っ
て逆 にア メ リ カや そ の他へ 波 及 して 行 きます 。 例
えば,ア メ リカは,ヨ ー ロ ッパ の市 場統 合 か ら大
き な影 響 を受 け る こ とに な る と考 え,88年 に カ
ナ ダ との 問 に北 ア メ リ カ 自由貿 易 協 定 ・NAFTA
を結成 し ま しだ3}。EUの 市 場 統 合 を睨 ん だ ア メ
リ カの 戦略 と捉 え る こ とが で きます 。
ヨー ロ ッパ の リー ジ ョナ リゼ ー シ ョ ン(リ ー
ジ ョナ ル化,地 域 化)は,グ ロ ー バ ル 化 の 波 と
なっ て ア ジア太 平 洋 地域 に も波 及 します 。 ア ジ ア
太 平 洋 協 力 ・APECが89年11月,オ ー ス トラ
リア のホ ー ク首 相 の提 唱 で 第一・回会 議 を開 きま し
た が,ヨ ー ロ ッパ の 市場 統合 の動 きに刺 激 され た
とみ られ て い ます 。 ア ルゼ ンチ ン,ブ ラジル な ど
が加 盟 す る南 米南 部 共 同市場 ・メル コスル の設 立
に も影 響 を与 え た と考 え られ ます。 ヨー ロ ッパ の
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地域統合は有効に機能 して きたことか ら世界各地
で地域経済協力の価値を認識 し,対 応 を促 した と
考 えます。グローバ リゼー ションとリー ジョナ リ
ゼー ションは二項対立ではなく,グ ローバ ル化 の
影響 を受けなが らもヨーロッパ はリー ジョナル化
で対応 し,グ ローバ ル化 に対す る回答 として,逆
にグローバルにリージ ョナル化の波 を起 こした と
言 え ます。具 体例 としてEUは05年 にASEAN
との間で 自由貿易協 定 を結ぶ交 渉 を始 める予定
で,グ ローバル化の中で地域 間の協力が発展 して
きています。
グ ローバル化 に対 す る ヨーロ ッパ の モデ ル
これまで主 に経済のグローバル化 を中心 に考 え
て きましたが,ヨ ー ロッパの統合の特徴,経 済,
社会のモデルに触れておきたいと思い ます。統合
が 始 まっ た50年 代 に は,安 全 保 障,防 衛 をめ
ぐって欧州防衛共 同体 の構想があ り,こ の関連で
政治統合の考 えが浮上 しましたが,ド イツ再軍備
に対す る警戒感が根強 く,政 治統合の流れ は遠の
き,経 済統合にウェイ トが置かれて推移 して きま
した。経済統合が軌道に乗 り,市 場統合の発足が
決 まった とき,人 の基本的権利 を保有する人をど
の ように扱 うのか,労 働力の移動 の扱 いが社会的
領域の課題 に登場 しました。
1985年,ル クセ ンブル クの シェ ンゲ ン村 で人
の域 内の 自由な移動,労 働,居 住 に関 して国境の
検問を漸次廃止す る政府間協定が結ばれました。
この協 定 は,EC,EU枠 外 の正式 な協 定で はあ
りませんで したが,市 民の ヨー ロッパに視点をあ
て る考 え方は更に進展 してい きます。89年12月
のス トラスブールのEC首 脳会議は,(1)市 民の
域 内移動 の自由の保障,(2)相 応の賃金の保障,
(3)生 活労働条件の改善,(4)社 会保 障を受 ける
権利 などに関する社会憲章 とその行動計画 をイギ
リス を除 く加盟11ヵ 国が採択 しました。 こうし
て,自 由市場経済 を掲 げるアメリカ型資本主義 に
対 して,市 民,労 働者の生活,社 会福祉 に配慮 し
た市民社会の ヨーロッパのモデルを提示 した と言
えるで しょう。
1一 労働力移動の課題
ところで,リ ー ジョナルな市場統合で はヒ ト,
労働力の 自由な移動が重要 な要素で,EUで ない
他の地域で も投資や貿易の自由化 に次いで市場統
合へ進展 してい く場合,労 働力の自由な移動 は重
要な課題で しょう。EUの 場合,中 ・東欧諸 国な
ど10ヵ 国 とい う多数国の加盟 に よって非熟練労
働者の流入で,労 働市場が影響 を受けるもの とし
て現 加盟 国 と新 規加 盟予 定 国 との間で,2国 間
ベースで自由な移動へ移行するための暫定的 な措
置 を取 り決めま した。
東西両 ヨーロ ッパ には賃金格差があ り,西 側の
労働市場 は中 ・東欧諸国の労働者 にとって大 きな
魅力で,特 に ドイツ,オ ース トリアへ は中 ・東欧
7ヵ 国(ブ ルガリア,ル ーマニァを含む),バ ル ト3
国か ら西 ヨmッ パ に移動す る人々の80%が 流
入 していますので,両 国は非熟練労働者の流入で
労働市場が撹乱 されるのではないか とい う懸念が
強い といえます。
2001年3月,私 はベ ル リンで財 務省 の 中 ・東
欧問題担当責任者 と会って話 しを伺 いましたが,
担当官は建設業,農 業分野で働 く中 ・東欧出身の
非熟練労働者,ポ ーラン ド,チ ェコなど国境周辺
か ら通勤 して くる出稼 ぎ労働者が急増 し,加 盟後
20年 間に200万 人 か ら400万 人の労働者 が ドイ
ツに流入する と予測 されている として,ド イツ政
府 として7年 間の移動 自粛の暫定措置が必要であ
るとい うことで したゆ。
中 ・東欧諸国か らの労働力移動の問題 はEU内
部で白熱 した論議へ と発展 しま したが,結 果 とし
ては加盟交渉国 との 問で2国 間協 定を結ぶ線で結
着 し ま した。02年3月,ブ タペ ス トで ハ ンガ
リーの加盟交渉担 当の責任者 と会い,こ の問題 を
質 した ところ,当 初 は3年 間の自粛期間を設け,
全体 として最長7年 間の移行期 間を設けた2国 間
協定 を ドイッ,オ ー ス トリア と結んだことを明 ら
か にしました。ただ,労 働力の移動の問題 は当該
国への直接投資 とも絡み,新 規工場の立ち上げに
伴 う雇用の創出な どの関係で相対的な面 もある と
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い えます。93年 に発足 した市場統 合 に伴 う,現
加盟15ヵ 国の域 内の労働力移動 は予想 よ り少 な
かったとい う報告 もあ ります。欧州委員会のマ リ
オ ・モ ンテ ィ報告(1996)は,労 働者 の 自由な移
動はわずかに増 えただけで,移 動可能な生産要素
は,労 働 よりもむしろ資本であることが証明され
たとしてい ます51。 当初 は3年 間の 自粛期間 とい
う考 え方は現実的 な対応 と思い ます。
ヨーロッパ社会のモデルに関 して,こ の機会 に
ヨーロ ッパ市民権 に触れたいと思い ます。
2欧 州市民権,多 民族共生の一つ のモデ
ル
EU設 立 を取 り決め たマ ース トリヒ ト条約 に
「加盟 国の国籍 を持つすべ ての個 人は,欧 州連合
の市民である」 と規定,ヨ ーロッパ市民権 を導入
しました。条約はまた,加 盟国居住先で,地 方議
会,欧 州議会の選挙で投票 し,立 候補で きる地方
参政権 を認めています。実際に生活 している居住
先で権利 を行使 し,責 任 を果 たしてコミュニテ ィ
に参加 してお り,紛 争の絶えない現下の情勢か ら
して,世 界に多民族共生の一つのモデルを提示 し
ている と思います。
先 きに,自 由市場経済 中心 のアメ リカ型資本主
義 に対 して,人 を重視 し,社 会福祉 に配慮 した
ヨーロ ッパ型資本主 義 と申 し上げ ましたが,ナ
シ ョナルなレベルでは北欧は福祉重視型,フ ラ ン
ス,ド イツは中福祉型,南 欧は低福祉型,イ ギ リ
スは民 間重視型の資本主義 と区分 されてお りisト,
EUの 政策が必ず しも全加盟国に行 き亘 っている
わけではな く,地 域問格差があ ります。 しか し,
マース トリヒ ト条約 は,「 環境 に配慮 し,持 続可
能で インフ レのない成長 を達成す る,ま た経済
的,社 会的地域格差 を加盟国の結束 と連帯で もっ
て是正す る,高 い水準の雇用 と社会保護を推進す
る」 と謳 ってい ます。先に先進 国が指導する型が
あるというお話で したが,今 後 の世界の経済成長
の在 り方,地 域間協力 による格差の是正の一つの
型 と考えます。 イラク戦争の際,フ ランス,ド イ
ツがアメ リカ,イ ギ リスに対 して大量破壊兵器の
査察の継続 を主張 したのは,背 景 に地域の連帯 な
くして共同体は存在 しない とい う多国間協議 の存
続の考 え方があると思 います。多国間協議 という
政治思想に戦後 の新 しいヨーロッパの存在がある
のだ とい う考 え方です。
とはいって も,EU加 盟15力 国 は,一 国が そ
れぞれ主権 を持つ国民 国家で,特 にイギ リスは柔
軟な労働市場,主 権国家 を重視 してい ます。フラ
ンスは統合発足時 には ジャン ・モネや ロベール ・
シューマ ンが統合の理想 としては超国家機構 の実
現 を描いたのですが,そ の後,国 民国家の重要性
を認識す るようにな り,超 国家機構の考えに立つ
ドイツ と一線 を画す ようにな ります。 しか し,フ
ラ ンスは同時に超 国家的機能 も必要 としてお り,
採択 が見込 まれ るEU憲 法 の政治体制 と して は
ヨーロ ッパ大統 領が誕生 す るこ とに な ります。
EU大 統領,EU外 相 など加 盟25ヵ 国の拡大 圏の
政治統合の課題は後 に触れ ます。
3経 済社会の変革に向けたリスボン戦略
深化 と拡大の路線 に基づいて統合 を進めて来た
ヨー ロッパは,グ ローバル化の影響 で,経 済 ・社
会 の変 革のための新 らた な戦略 を樹 て ま した。
2000年3月,リ ス ボ ンで開か れ たEUの 首 脳 会
議で,グ ローバル化の影響で加盟国の失業者が全
体 で1500万 人 を超 え,女 性,高 齢者 の労働市場
へ の参入 は不十分 で,ま た情報通信技術 のITの
分野では技術格差が拡大 しているという報告 を採
択 しました。
この反省の上 に立 って,EUは ヨーロ ッパ全域
がグローバル化の時代 に即 した戦略を樹 て直す必
要があ るとして,EU経 済を世界で最高の競争力
と活力 を備 えた知識に基づいた もの とし,ま た社
会的結束を強めて持続可能 な経済成長 を可能 にす
るとい う戦略 目標 を設定 しました。 このリスボ ン
戦略 は,知 識に基づいた経済 と社会へ移行す るた
め,総 合的な 「欧州電子行動計画」を策定す ると
してい ます。 この戦略 は,こ れ までの経済,社 会
の在 り方 を,グ ローバ ル化,IT革 命 を生 き抜 く




同時に,こ の リスボン戦略は,人 材育成 と並ん
で社会 的排 除に対す る闘 いを進 め る として い ま
す。04年 の中 ・東欧諸国 など10ヵ 国の加盟,07
年 に見込 まれるブルガリア,ル ーマニ アの加盟,
加盟候補 国 トル コの扱 い な どを視野 に入 れ なが
ら,EUが 経済,社 会の格差是正 を構造基金 を運
用するなど連帯 して図ってい くという政策 に変わ
りはあ りません。環境 を重視 した持続的経済成長
を 目指 し,欧 州市民権 の導入で欧州市民社会の構
築 を強め,ユ ーロの相乗効果で市場統合 を進め,
経済を活性化するマース トリヒ ト戦略が,リ スボ
ン戦略 と相 まって どの ように進展 して行 くかが注
目されます。
9・11テ ロが引金 とな った新 事態
2001年 の9・11ア メ リカ同時多 発テ ロが 引 き
金 となって,移 民,難 民の流入の阻止 と治安 の強
化の動 きが強 まり,ヨ ーロ ッパ政治の右傾化が台
頭 して きま した。1990年 代 後半,EU加 盟15ヵ
国の うち13ヵ 国が中道左 派,左 派政権で した。
ヨーロッパの構造的失業 と移民 の流入 との関係は
解明されてい ませんが,右 傾化 の台頭 はイスラム
への排外感情 と無関係ではない し,ま た,左 派,
中道左派の高福祉の負担 の問題 もあ ります。
2000年2月,オ ース トリアで移民排 斥 を掲 げ
る極右のハ イダー党首が主導す る自由党が政権に
参加 し,02年 に移民 に ドイツ語修得 を義務づ け
る法 案 が 議 会 を通過 しま した。 イ タ リアで は
2001年6月 の総 選挙 で,中 道 右 派 のベ ル ル ス
コー二元首相が政権 に復帰,移 民受け入れ反対の
北部同盟,ネ オファッシス トの流れを くむ南部同
盟 と連立,02年7月,EU加 盟国出身以外の居住
者 に指紋押捺 を義務付ける新移民法案が成立 しま
した。
フランスでは2002年4月 の大統領選挙で,EU
政策へ の従属化に反対 し,移 民増が治安 を悪化 さ
せ ると訴 え,極 右の国民戦線 のルペ ン党首が支持
率 を16.9%と 伸 ば し,社 会党出 身の ジ ョスパ ン
首相を破 って決選投票へ進 出 しました。 しか し,
決選投票では,危 機感を持 った左右両陣営の結束
で シラク大統領が大勝 また同年6月 の総選挙で
も大統領連合 を中心に,保 守 ・中道派が577議 席
中69%に あた る399議 席 を獲 得 して圧 勝 しま し
た。
こうした極右が台頭 した反作用 として,02年9
月のス ウェーデ ンの総選挙 で,与 党社会民主党中
心 の中道 ・左派が過半数 を獲得 し,政 治の逆 回転
も 玉部で起 きました。
こ うした中で,02年9月 の ドイ ツ連邦議 会の
選挙が注 目されましたが,社 会民主党 ・緑 の党の
左派連合が辛 うじて勝利 しました。 シュ レイダー
首相 は,「 アメリカに追随せず,自 立 した ドイツ
の道」 を継続す ると明言 しました。アメ リカの イ
ラク攻撃 に反対,ま た,段 階的に原子力発電所 を
廃止す る,ま た,400万 人にのぼる失業者の改善
を図ると訴え ました。経済が低迷する中で,キ リ
ス ト教民主党,社 会同盟が第一党 になるという予
測 を覆 しての辛勝で した。 フランス,ド イツは現
在,ユ ーロの財政規律の協定違反 となる,財 政赤
字がGDPの3%を 超える問題 を どう打 開す るか
の問題 に直面 しています。
米英のイラク攻撃 とヨーロッパ
グローバ ル化,IT革 命の下,テ ロ リズムが現
代の脅威 として浮上する中で,大 量破壊兵器 を保
有する としてアメリカ,イ ギ リスがイラクを攻撃
しました。アメリカが主張 した大量破壊兵器保有
の イラクに対する武力行使の問題は,国 際社会を
大 きく揺 さぶ り,ア メ リカの一 国主義(unilater.
alism)か 国連 とい う多国間主義 の枠組 みかの21
世紀の国際秩序 に関わる問題に発展 しました。 こ
の問題 は,米 欧同盟 の亀裂,EU内 部の対立へ と
発展 しましたので,EUの 現段階の重要な課題で
ある政治統合の道筋に も影響が及ぶ情勢 とな りま
した。
今回新 たにEU加 盟 を予 定 してい るポー ラ ン
ド,チ ェ コ,ハ ンガ リー はNATO・ 北 大西洋 条
約機構加盟国,エ ス トニアな どバ ル ト3国,ス ロ
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ヴ ァキア,ス ロヴェニアはNATOの 加盟予定国
で,新 規 加 盟 予 定 の 旧東 欧 諸 国 は安 全 保 障 は
NATOに 依存,政 治,経 済,社 会 はEU加 盟 で
とい う2本 の柱に立 ってい ます。
こ う した 中 で,03年1月 末,ポ ー ラ ン ド,
チェコ,ハ ンガリーの中 ・東欧3ヵ 国を含む8ヵ
国が アメリカの政策 を支持する声明を発表,そ の
後バ ル ト3国 な どもアメ リカ支持の声 明 を発表
し,ヨ ーロ ッパ内部の波紋 は更に広 が りました。
こうして ヨーロッパの亀裂が深 まる情勢の下で,
EUは03年2月 の緊急 首脳会 議 で,国 連 の査 察
を完全に支持,武 力行使 は最後の手段 とい う共同
声明を発表 し,フ ランス,イ ギ リスの立場 に配慮
し,結 束を優先 しました。最近では03年12月 の
ブリュッセルの首脳 会議で,イ ラクの再建は国連
安全保障理事会の決議の枠 内で行われるという立
場 を確認す る一方で,イ ラク暫定政権に主権 を移
譲 す る合 意 が成立 した の を歓 迎 す る方 針 を決
め,04年6月 までの移譲 を約束 した アメ リカに
配慮 しました。何れに して も,東 西 に分断 されて
いた東西 ヨーロッパの統一 と言 える今 回のEUの
東方拡大の流れの中で,共 通外交 ・安全保障政策
は加盟25ヵ 国のEU拡 大圏の重要 な政策 とな り
ました。
欧州の将来 に関する協議会のEU憲 法草案
03年6月,EU首 脳 はギ リシ ャの テサ ロニ キ で
開 いた 会議 で,ジ ス カー ル ・デ ス タ ン元 フ ラ ンス
大統 領 が 座 長 とな って検 討 を重 ね,ま とめ たEU
憲 法 草 案 を歓 迎 し,12月 に 開 くEU首 脳 の 政 府
間 会議 で協 議す る こ とを決 め ま した。 テサ ロニ キ
の 首脳 会 議 は,EU憲 法 の起 草 につ い て,(1)市
民 に 一層 開放 し,(2)民 主 的性格 を強 め,(3)グ
ローバ ル化,相 互 依存 に有効 に対処 す る とい った
ヨー ロ ッパ統合 の 目標 を進 め る上 で歴 史的 な一 歩
であ る と持 ち上 げ ま しだ71。
加 盟25ヵ 国 とい うEU拡 大 圏 を視 野 に,2001
年12月 のベ ルギ ー の ラー ケ ンの 首 脳 会 議 で 設 立
して 以 来,欧 州 の 将 来 に 関 す る協 議 会(conven-
tion)は,グ ロ0バ ル 化,イ ラ ク戦 争 とい う世 界
の激動の波に揉 まれなが ら,東 西 ヨーロッパの統
一 とい う新時代 に相応 しい枠組みについて鋭意論
議 を交 わ して きま した。1年4ヵ 月 に及ぶ 論議
は,大 国 と小 国の利害の対立,主 権 と超国家制 を
め ぐる加盟国間の確執 など様々な難局に直面 した
と伝 えられますが,結 局,任 期二年半のEU大 統
領(欧 州理事会議長),共 通外交 ・安全保障政策担
当のEU外 相,欧 州議会が選出する欧州委員会委
員長 などを規定 したEU憲 法草案をまとめ上 げま
した。
共 通 外交 ・安 全 保 障政 策 は,EUを 設 立 した
マース トリヒ ト条約に規定されていますが,イ ラ
ク戦争の際には,(1)外 交は主権 に属す る立場 の
イギ リスが参戦 していること,(2)ス ペイ ンaイ
タリアの現加盟 国以外 に,ポ ー ラン ド,バ ル ト3
国な ど新規加盟予 定国が アメ リカ支持 の立場 に
立 ったこと,(3)フ ランス,ド イツが国連の査察
の継続 を主張 し,米 英のイラクに対す る武力行使
に反対 した ことか ら,現 実には共通外交政策は発
動で きませんで した。
しか し,今 回の協議会が まとめたEU憲 法草案
に示 されているEU外 相 は,EU外 相理事会 を司
会 し,EUの 対外関係に関わる政策 を調整 し,対
外 的窓口を一本化する狙いで現在の ソラナ共通外
交 ・安全保障上級代表 と欧州委員会のパ ッテ ン対
外関係担 当委員のポス トを統合することになって
い ます。
03年12月,ブ リュ ッセルでEU憲 法草案の採
択 をめ ぐって開かれたEUの 政府 間会議(首 脳会
議)は,意 思決定方式につ いて合意 で きず,こ の
段 階で はEU憲 法制 定 にまでは至 りませ んで し
た。 しか し,共 通外交 ・安全保障政策では進展が
あ りました。
共通外交 ・安全保障政策はaユ ーロの創 出で経
済統合 が一つ の頂点 に立 ち,04年5月 発足 す る
EU拡 大圏が直面する政治統合の中では重要な政
策で,イ ラク戦争の際には内部に亀裂が生 じまし
たが,こ の外相ポス トの創設でこれ まで よ りは一
つの声 として発信 されてい くものとみ られ ます。
EUは テサロニキの首脳会議で,大 量破壊兵器,
テロリズムといった現代の脅威に対 して,効 果的
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な多国間機構 を通 じて紛争の予防,又 は先制行動
を取 るとい う安全保障戦略文書 を採択 し,大 西洋
同盟の修復の動 きをみせ ました。
一一方で
,こ のブ リュ ッセルの首脳会議 で,危 機
管理 に対応で きるEU独 自の軍 ・民 間にまたが る
防衛機能(cell)を 立 ち上げ るこ とで合 意 しま し
た。 これは英仏独三 ヵ国首脳の提案に基づ くもの
です。
おわりに
ヨーロ ッパは,大 戦の反省の上 に立 って,先 ず
はフランス,ド イツの和解 を基 に統合 による復活
を 目指 しました。統合は経済を重点に発展 し,紆
余 曲折 を経なが ら市場統合,ユ ー ロ創出 と進展 し
て きました。
ユーロ創 出へ の過程で,欧 州通貨が金融 グロー
バ リズムによる為替投機に見舞われた ことがあ り
ましたが,加 盟 国は通貨統合達成の強い意志 と財
政赤字 はGDPの3%以 内 とい った加 盟条件 を
ク リア し,99年1月,創 出 に漕 ぎつけ ま した。
加 盟 国以 外 に もモ ンテ ネ グ ロが 法 定 通 貨 に採
用,04年 加盟予定 のハ ンガリー,ポ ー ラ ン ドは
加盟 後,ERMHに 参加 し,次 いで財 政赤字 な ど
4条 件 を満 た して07年 に も加 盟 し,ユ ー ロ圏は
更 に拡大する見通 しです。
ユーロ圏経済は,景 気 の低迷が長引 く中で,投
資家が ドル資産 の一部 をユ ー ロに シフ トし,ま
た,ユ ーロ圏か らアメリカに流入する企業のM&
A資 金 が 激 減 し,ユ ー ロの上 昇 が 続 い て い ま
す。 しか し,ス ウェーデ ンが03年9月 の国民投
票 でユ ー ロ導 入 を否 決,ユ0ロ 圏経 済 が03年
46月 期 にマ イナス成長 に転落,中 核 の フラ ン
ス,ド イ ツの財 政 赤 字 が04年 に は3年 連 続 で
GDP比3%を 上回る見通 しで,特 にスウェーデ
ンの否決は,ユ ーロ圏に対する不信がその理 由に
挙げ られます。
EU加 盟 国内で はデ ンマー クが2000年 の 国民
投票で否決 してお り,ま たイギ リスのユーロ参加
の時期 も当面遠のいた という見方が有力です。 と
はい え,ユ ー ロ圏 中核 の ドイツ,フ ラ ンス は医
療,年 金 な ど社 会保障 の構 造改革 に着手 しま し
た。 フランス政府はス トやデモの抗議行動の中,
公務 員の年金積 立期 間の延 長 な ど年 金改革 に着
手。 ドイツは医療 費の患者 負担 を増 やす な どし
て,社 会保障の財政難 を緩和 し,企 業の活性化 を
目指そ うとしてい ます。社会保障制度 を改革 し,
企業の財政負担 を軽減で きれば,財 政赤字の改善
に弾みがつ くとみ られ ます。ただ,景 気対策 と社
会福祉 の構造改革 は両刃の剣の面 もあ り,政 策の
舵取 りはフラ ンス,ド イツを中心 にEU内 部で重
要な局面に立 ち至 っています。
発足以来,深 化 と拡大の路線 に立 って来た共 同
体,EUは い ま旧東 欧諸国 な ど10ヵ 国 の一括 加
盟に踏み切 りました。機能す る市場経済,域 内の
市場圧力に耐え られる といった加盟のためのコペ
ンハーゲ ンの政治 ・経済基準 を満 たしたポーラン
ド,ハ ンガ リー,チ ェ コ,ス ロヴェニ ア,ス ロ
ヴァキアでは企業の民営化が進み,ま たこれに伴
い企業の買収,合 併 も進んでい ます。一方で,潜
在的購買力,成 長力,技 能,技 術の労働力を見込
んだEU域 内外か らの直接投資が活発化 し,市 場
経済化路線か らして経済の グローバ ル化が更 に進
む見通 しです。
ところで,EUは25ヵ 国の拡大 圏が発足 した
後,07年 にブル ガリア,ル ーマニ アの加 盟が見
込 まれ,ま たクロアチア,ユ ー ゴ連邦のモ ンテネ
グロは加盟 を希望 してい ます。EU拡 大 圏の成立
後は,ポ ーラン ドに隣i接するベ ラルー シ,ウ クラ
イナ,更 にはロシアとの経済協力が一・層進む とみ
られています。そ して,EU加 盟候補 国 となった
人 口6500万 人の トル コの加 盟 は大 きな課 題 と
なっています。
1958年 のEEC原 加 盟 国6ヵ 国,73年 の イギ
リスなどの3ヵ 国,81年,86年,95年 に加盟 し
たギ リシ ャ,ス ペ イ ン,フ ィ ンラ ン ドな ど加 盟
6ヵ 国,そ して04年 加盟予定の10ヵ 国 は,つ ま
り25ヵ 国の 宗教 は カ トリ ック,プ ロテ ス タ ン
ト,正 教 とすべ て宗教 はキ リス ト教 です。 ヨー
ロッパの統合に関するこれ までの4つ の基本条約
(このうち欧州石炭鉄鋼共同体条約は使命を終えてい
る)に も,ま たEU加 盟の条件 に も宗教 につ いて
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は言及されてい ません。民主主義,自 由,人 権,
人間の基本 的権利 に立脚する統合の思想か らすれ
ば文化の多様性,異 民族の共生は 自然の理 と言 え
ます。基本的には,EUは 紛争,戦 争の絶え ない
地球 の中で,ま さに多様性 を尊重 した民族共生の
大地 と言 うこともで きるで しょう。
イスラム教の トルコの加盟問題 は ヨーロ ッパ の
統合に新 らたな次元 を持 ち込み ました。キプロス
をめ ぐるギ リシャ との領土紛争 とい う政 治的課
題,少 数民 族の扱 い をめ ぐる人権 尊重 に対す る
ヨー ロ ッパ の懸 念,経 済,社 会体制 の整備 の課
題,9・11米 同時多発テ ロ以来,EU加 盟 国 に高
まるイスラム原理主義に対する警戒感,ト ルコは
ヨーロ ッパなのかなど様 々な問題が言及 され,ま
た浮上 しています。
しか し,ト ル コは与党の イスラム政党一公正発
展党が議会で戦時以外の死刑 を廃止 し,ト ル コの
…体性 に反 しない限 り少数民族の言語 による教育
や放送 を認 める民主化法 案 を成立 させ るな ど,
EU加 盟の条件 である民主主義,自 由,少 数民族
の保護をめ ざす一連の 自由化政策 を採 って きてい
ます。 また,フ ランス,ド イツなどEU加 盟国に
はイス ラム教徒 も居住 してお り,EU拡 大圏の発
足後,ト ルコの加盟 に向けての論議が本格化する
もの とみ られ ます。EU加 盟 国 の政治 家 の中 に
は,イ スラム教の トルコの加盟 を警戒 し,反 対す
る考 え も根 強 くあ ります が,02年12月 コペ ン
ハーゲ ンのEU首 脳会議 は,「 民主主義,人 権,
少数民族 の尊重 と保護の政治基準 を満 たしている
と決定すれば,速 やか に トルコの加盟交渉を開始
す る」 と述べ て い ます。 また,03年12月 の ブ
リュ ッセルのEU首 脳会議 は,「 トル コがキプ ロ
ス紛争解決 の政治的意志を表明す ることが重要で
ある」 とも言及 し,欧 州委員会の報告 と勧告 に基
づいて加盟交渉 を開始するか どうか04年12月 の
首脳会議で決 まる見通 しを明らかに してい ます。
この関連で,ギ リシャ系 と トル コ系 に分断 されて
いるキプロスの双方の代表が国連のアナン事務総
長が紛争打開のため提示 した和解案 を受諾 した と
04年2月 に伝 え られ ま したが,ト ル コのEU加
盟交渉 とい う事態 に動けば,政 治が文化,宗 教の
多様性 の道 を開 くとい った重要 な課題 に波及する
ことにな り,ト ル コの加盟問題 は政治統合の もう
一つの正念場 とな りそ うです。
注
本 稿 は,2003年7月18日 の 公 開 シ ン ポ ジ ュ ー ム 「グ ロ ー バ リ
ゼ ー シ ョ ンの 時 空 」 で 報 告 し た 「グ ロー バ リゼ ー シ ョ ン と ヨー
ロ ッパ 」 を 中 心 に纏 め ま した 。 しか し,ヨ ー ロ ッパ 情 勢 は,変
革 が 急 な た め,2003年12月 の 時 点 で 新 情 勢 につ い て 一一部 加 筆
し ま し た。
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